
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

27                                                                    

27                                                                    

％ ％

19                      ％

19                      

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

257,065,692                                                               

257,229,474                                                               

789,053,771                                                               

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合

市町村 合計

-                       15,182,364          15,182,364       
１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

都道府県事業名（事業メニュー）

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

支出等額

6,426,120           

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

管内市町村決算（見込み）

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

-                     

257,229,474     

7,527,506           

-                       

-                       

合計

13,953,626       

163,782              163,782           

963,648,184                                                               

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

203,730,710     

-                       

-                       -                       

174,594,413                                                               

-                     

47,072,644          99,887,324          

-                       

81,133,516          81,133,516       

うち、先駆的事業 -                       

-                     

消費者行政決算総額（見込み）

146,959,968     

53,498,764       

都道府県決算（見込み）

別　紙



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日

人日

事業実施自治体

法人募集型

県

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

自治体参加型

実施形態

人日

事業実施自治体

人

0

人日

人

管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

31,243

0

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

大阪市、枚方市、富田林市、大東市、和泉市、交野市、熊取町

管内市町村
大阪市、堺市、吹田市、泉大津市、高槻市、枚方市、富田林市、河内長野市、松原市、和泉市、柏原市、羽曳野市、門真市、藤井寺市、泉南
市、四條畷市、交野市、大阪狭山市、阪南市、島本町、忠岡町、熊取町

0

95

対象人員数
（報酬引上げ）

0

59

県 0

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県

81,146,716

管内市町村 36

人



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

合計

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

事業名（事業メニュー）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業（実績）の概要

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

事業の実績

29年度
本予算

事業経費
交付金等対象経費

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

- 

事業経費

消費生活関係法令等に関して事業者向け研修を行ったり、食に関する啓
発を行った。

府内市町村の消費生活相談員や府消費生活相談員・消費者行政職員の
スキルアップを図るための研修を開催。

大学生のボランティアリーダーを養成し、府内のネットワークづくりを行っ
た。高校生向け消費者教育教材を作成した。高校生の文化祭等における
消費者教育を支援した。若者向けホームページを運営した。教職員向け
講師派遣を行った。府政だよりで高齢者特集の啓発を行った。府警本部
による圧着ハガキの送付によるオレオレ詐欺等の被害未然防止のための
啓発を行った。返済困難者相談支援を行った。食品ロス削減に関する取
組みを行った。特殊詐欺対策のため、高齢者及び事業者に特殊詐欺多
発地域等に集中して啓発を行うコールセンター事業を実施した。

福祉部と連携し、福祉関係者に対する消費者見守り力強化の取組み及び
コンビニエンスチェーンと連携した地域の見守り力強化を図った。悪質な
事業者による訪問販売など高齢消費者被害防止に向けて、地域と連携し
て、見守り講座の実施やボランティアの派遣支援等を行った。

2,973,1533,452,967

交付金等対象経費

6,427,000 6,427,000 6,426,120

10,781,000

49,969,000 49,969,000 36,813,917 36,107,694

684,000 684,000 684,000 207,648

10,781,000 10,781,000 10,757,302

50,525,611 2,973,153 6,427,000 54,705,037 67,861,000 61,434,000 - 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

実施形態

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

年間研修総日数

研修参加・受入要望

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

対象経費（実績）

法人募集型

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

実地研修受入希望人数 人

人

人日
自治体参加型

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

参加希望者数

年間研修総日数

委託料、報酬、報償費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

参加者数

事業計画

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

委託料

人日

人日

人

大学生のボランティアリーダー養成・府内のネットワークづくりにより、消費者市民社会の構築を
行うことのできる若者の育成及び組織作りに役立った。高校学校現場における消費者教育の推
進を図ることができた。高校生の文化祭等における消費者教育支援や若者向けホームページ運
営を行うことで若者の消費者問題に関する意識の向上を図ることができた。教職員向けの講師派
遣を行うことで、学校での消費者教育の推進を図ることができた。府政だよりや府警本部と連携し
たはがき等による高齢者への注意喚起により、特殊詐欺等の被害防止を図ることができた。コー
ルセンター事業により、特殊委詐欺防止のための高齢者及び事業者への啓発を行い、消費者被
害防止を図ることができた。借金について、返済困難者への支援を行うことができた。食品ロス削
減に関する府民の意識向上を図ることができた。

人日

年間研修総日数

年間研修総日数

府内市町村相談員や府相談員、消費者行政職員のスキルアップを図ることができた。

地域と連携して啓発に取り組むことにより、悪質な事業者による訪問販売などの高齢消費者被害
防止に努めることができた。福祉関係者と連携し、福祉従事者の消費に関する見守りの意識向
上を図ることができるとともに、コンビニエンスチェーンの協力により、地域における消費の見守り
力強化を図ることができた。

消費生活関連法令等に関する事業者向け研修により、景表法や特商法等に関する知識の向上
を図ることにより事業者の法令遵守を図るとともに、食品事業者の指導の強化を図った。

委託料

報償費、旅費、需用費、使用料及び賃借料

事業強化・機能強化の成果



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

2,556,302

163,782
⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

9,919,260

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

和泉市

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

合計

なし

163,782

117,516,000 

1,319,500

96,315,586

8,851,536

109,830,900 1,661,000

9,992,040

45,712,146

1,587,060

8,584,950

55,014,84735,199,447

40,411,240

726,3496,314,522

108,539,338

61,884,182

大阪市、堺市、岸和田市、豊中市、池田市、吹田市、泉大津市、高槻市、貝塚市、守口市、枚方
市、茨木市、八尾市、泉佐野市、富田林市、寝屋川市、河内長野市、松原市、大東市、和泉市、
箕面市、柏原市、羽曳野市、門真市、摂津市、高石市、藤井寺市、東大阪市、泉南市、四條畷
市、交野市、大阪狭山市、阪南市、島本町、豊能町、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町、太子町、
河南町、千早赤阪村

2,993,234

大阪市、堺市、吹田市、泉大津市、高槻市、枚方市、富田林市、河内長野市、松原市、大東市、
和泉市、柏原市、羽曳野市、門真市、藤井寺市、泉南市、四條畷市、交野市、大阪狭山市、阪南
市、島本町、忠岡町、熊取町

172,000

2,993,234

大阪市、豊中市、池田市、河内長野市、大東市、泉南市、交野市

43,678,556 40,126,992

大阪市

261,061,166 

なし

7,658,622

111,852,038

2,556,302

172,000

10,147,964 85,328,973 108,253,773 239,734,933 11,279,950 100,789,120 

7,527,506

39,135,216

7,270,888 6,226,597

259,550

28,500115,000

259,550

28,500

3,815,758 6,554,412 3,420,306

9,454,5895,976,160 4,107,200

実施市町村

基金
（交付金相当分）

事業経費

8,383,522 1,830,320

5,379,349 4,075,240

事業の実績

交付金等対象経費

大阪市、堺市、池田市、吹田市、泉大津市、枚方市、富田林市、河内長野市、大東市、箕面市、
羽曳野市、東大阪市、泉南市、四條畷市、交野市、島本町

大阪市、岸和田市、池田市、吹田市、泉大津市、高槻市、守口市、河内長野市、大東市、箕面
市、門真市、高石市、東大阪市、泉南市、交野市

29年度
本予算

1,245,571

事業経費

事業計画

1,034,000 1,033,398

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

交付金等対象経費

大阪市、堺市、岸和田市、豊中市、池田市、吹田市、泉大津市、高槻市、貝塚市、守口市、枚方
市、茨木市、泉佐野市、富田林市、寝屋川市、河内長野市、松原市、大東市、和泉市、箕面市、
柏原市、羽曳野市、門真市、摂津市、高石市、藤井寺市、東大阪市、泉南市、四條畷市、交野
市、大阪狭山市、阪南市、島本町、忠岡町、熊取町、田尻町

藤井寺市

なし

なし

なし



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

消費生活センターにおける窓口相談機能の充実が図られた。

事業名（事業メニュー）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

50,525,611            

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

うち管内の市町村合計

交付金分

うち都道府県

244,108,357           

10,147,964                      

ボランティアを活用した出前講座や特殊詐欺の撲滅に向けて警察・自治会・民生委員等と連携した啓発を行うことにより、消費者被害の未然防止・拡大防止が図られた。

食品表示法にかかる事業者指導を実施した。

2,973,153                        

円

公益通報者保護制度にかかる研修を実施し、自治体職員として実際の運用を理解することにより、相談機能が向上し、制度の実行性の確保につながった。

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

193,582,746           

13,121,117                      

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

円

消費生活相談員の人件費等の経費により、相談機能の強化が図られた。⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

国民生活センターや大阪府等で行われた研修会への参加を支援することにより、相談員のレベルアップが図られた。

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

事業強化・機能強化の成果の概要

うち都道府県 円

弁護士相談等により、高度な消費生活相談に対する相談員の対応能力の向上が図られた。

円

放射性物質の検査により、学校給食における食の安心・安全が図られた。

交付金相当分

市町村住民に対する講演会等の啓発を実施することにより、消費者被害の未然防止・拡大防止が図られた。

うち管内の市町村合計



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

706,418,710          

円

円

円

7,935,783          

-40,294,340       585,323,061

-                         

-249,293,691     

84,324,607

円

円

203,730,710          

257,229,474          

円円

円

955,712,401        

84,324,607           

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県 円

291,900,000

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち交付金等対象経費

963,648,184          

円

円円190,599,414

625,617,401

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

789,053,771          円 円

対平成２０年度差

円

今年度

625,617,401        

円

円

円 121,095,649

円

132,710,721円

805,900,338       

330,095,000        

うち交付金等対象の賃料、人件費等

0 円 円

円円

前年度平成２０年度

円

-                        

174,594,413          

うち交付金等対象外経費 330,095,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち都道府県

18.8

513,770

円955,712,401        

70,971,667

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

うち都道府県

42

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

10

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 615,300,924

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

①都道府県の消費者行政決算見込み額

72,597,957

0

-16,846,567         

205,308,678       

0

円

円

円

-5,967,897           

13,131,296           

0

円

円

円

うち管内市町村

円

円円

13,352,940           

円

円

円

0

円

-                        

-41,592,935         

うち管内市町村

円

人

69,500,000

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち都道府県

うち交付金等対象経費

円

13,352,940           

円

-33,464,557         

％

円

うち管内市町村

円

円

円

-208,999,351     

0

うち交付金等対象の賃料、人件費等

-                        

-29,977,863         

-155,500,587     

-19,099,193         

円

％

877,223,061        

-47,560,832         

-11,615,072         

円円

53,498,764           円

対前年度差

円

円

-                        

円

163,436,370       

-349,988             

-33,114,569         

円

円

％19.4

21.9

円

うち管内市町村

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） 361,400,000        

190,595,649        

1,011,209,016    

うち先駆的事業

円

うち先駆的事業

うち都道府県

人

円

60

人

33,628,339        

円

円

円

-30,714,265         円

163,782                

163,782

円

円

10

52                      

70,971,667        

263,197,371       

人

人

748,011,645       

-                      

70                      

円

円

1,067,818,710     

33,114,569 円 0

円 円

円



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

円

404                                       

-                                          

13,121,117                            

設置当初の基金残高（交付金相当分） 697,420,000                           

円

円

人

今年度末実績 相談員総数

相談員総数

人

11

相談員総数

人

前年度末

①報酬の向上

④その他

うち委託等の相談員 前年度末

うち定数外の相談員

うち定数内の相談員

今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

前年度末 11

相談員総数

相談員総数

消費生活相談員の配置

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

9,161,515                              

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

人

人

相談員総数 11

前年度末 今年度末実績

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

相談員総数 11

人

22,282,228                            

円

円

人

人 今年度末実績

相談員総数

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上

国民生活センターが実施する研修等への参加支援



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

0 人

相談員総数140 人

0人

13

今年度末実績

8うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 145前年度末

人 今年度末実績相談員総数

消費生活相談員の配置 人

報酬・賃金の増額を図った。（大阪市、枚方市、熊取町）

前年度末 相談員総数

レベルアップ研修等参加のため支援を行った。（大阪市、堺市、岸和田市、豊中市、池田市、吹田市、高槻市、貝塚市、守口市、枚方市、茨木市、泉佐野市、富田林市、寝屋川市、河内長野市、松原
市、大東市、和泉市、箕面市、柏原市、羽曳野市、門真市、摂津市、高石市、藤井寺市、東大阪市、四條畷市、交野市、大阪狭山市、阪南市、島本町、忠岡町、熊取町、田尻町）

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 153前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

相談員総数 153

雇止め見直しのために条例改正を行った。（岸和田市）　専用ＰＣ導入により作業効率が向上した。（吹田市）　相談員のための参考書籍や資料を充実させた。（箕面市、島本町）　継続相談等の体制
を充実させた。（羽曳野市）　相談員を増員し、休暇取得しやすい環境を整えた。（四條畷市）　相談業務等の迅速化が図れるよう関係機関との連携を強化した。（交野市）　情報共有のための連絡会
議日を設けた（忠岡町）

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上 ○

④その他 ○

②研修参加支援

○①報酬の向上

○

弁護士と契約して、相談員の専門性の向上や対応力の強化を図った。（岸和田市）　年次有給休暇等の付与日数の拡大。（吹田市）　社会保険の被保険者とした。（枚方市）　通勤交通費を実費支給
することとした。（大東市、藤井寺市）


